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畑作物の連作辞書と作付体系に関する研究

第2報　連・輪作と品種間比較
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1　は　じ　め　に

畑作における遵・輪作は古くて新しい問題である。特に

連作障害はそのメカニズムの複雑性のゆえに，また作付体

系は地域による作物間結合の多様性のために，非常に解決

の難しい研究課題の一つとなっている。

本報では普通作物について地域を異にした場合の連作の

減収傾向及び連作に対する品種反応を収量面から検討した。

（lI　試験年次

（2）試験条件

2　ま　験　方　法

昭和48～56年

連作系列：バレイショ（男爵薯），細稲

（シモキタ），大豆（白目長

葉）の連作

輪作系列：上記作物とレタス，短棍ニン

ジンを組み合せた3年輪作

131耕種概要　岩手農試標準耕種法による

3　試験結果及び考察

11）連作区の収量推移と輪作区との対比

図1に昭和亜年から岩手県農試圃場で実施中の連・輪作

試験の収量推移を示した。一般に連作試験における収量の

経年推移は気象に左右されろことが多いため，ここでは輪

作収量との対比でその幌向をみた。連作区のバレイショ，

畑稲，大豆はいずれも年次を重ねるにつれ，明らかな減収

傾向を示した。また，バレイショが比較的減収割合が′トさ

いのに対し，畑稲，大豆では著しく大きく，連作9年目の

収量はいずれも輪作区対比で40％以下となった。

12I　連作によろ収量推移の特徴（北海道．青森．岩手）

前述の岩手県農式における連作区の収量傾向について，

北海道．青森と比較したのが表1及び図2である。

各場所における試験は．いずれも年次，品種，餅径内容

等が異なっているが，一応試験開始年から連作10年目まで

という条件で比較をした。

バレイショは3場所とも輪作区対比で10年間ほほ100か

ら脚の収量指数で維持されており，その点では一定の類似

性がうかがわれた。大豆では．道立北見農試が連作4年目

ころまで減収を示し，その後は叫から80の指数で推移し，

岩手県農式は連作2年目からほほ直線的な減収を示し，青

森県展試藤坂支場では一定の傾定がみられなかった。
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図1連・輪作の年次別収量推移及び輪作対比

裏1各場所における連作の輪作に対する収量指

数の推移
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図2　輸作に対する連作の収冠指数の推移

（3）連作による減収傾向の品種間差異

長期間連作していろ圃場で品種を変えた場合，継続供試

品種との間に減収率で差があるかどうか調査したのが表2．

図3である。

各作物とも輪作区対比でみると，新たに供試した大豆ナ

ンプシロメ，畑稲岩系30号，バレイショワセシロはいずれ

も継続品種に比べ減収率が小さかった。特に連作によりシ

ストセンチュウ被害の大きかった大豆では抵抗性品種ナン

プシロメの効果が顕著であった。しかしながら，図4に示

すとおり連作区のナンプシロメの収量は2か年間いずれも

表2　連作に対する品種間の減収傾向　（昭56）
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図3．連作による減収の品種間比較
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図4　大豆品種の遵・輪作における

収量比較（堆肥区）
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連作区の白目長葉に比べ高いものの，輪作区の白目長秦の

収量に及ばず，シストセンチュウ以外の要因も複軌こ関与

していろことを示唆している。なお，バレイショではワセ

シロが男爵署に比べ減収率が′トさかった理由については明

らかでなく．他の作物同様，今後の検討に待つことになる。

4　お　わ　り　に

従来から連・輪作試験に供試された作物について．幾つ

かの収量推移パターンの類型化が試みられてきた。バレイ

シヲのように地域を越えて1～2吉Ijの減収で推移するもの

もあるが，概して連作障害の出やすい作物ほど各地の気象，

地力，耕種法，病害虫発生等により．かなり違ったパター

ンを示すものと考えられる。

また，連作に長期間供試した品種に比べ，新たに供試し

た品種では減収率が小さいということから．連作圃場と継

続品種との間になんらかの減収を促す要因の存在が予想さ

れる。


